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地方公務員災害補償法改正案に対する申し入れ


　平素は、地方公務員の福利厚生事業に並々ならぬ努力を続けておられることに心から敬意を表します。
　さて、総務省においては、行政不服審査法制度の抜本的見直しをめざし、行政不服審査制度検討会(座長：小早川光郎 東京大学大学院法学政治学研究科教授)を設置して検討を続け、2007年７月17日に最終報告が取りまとめられました。
　同報告にもとづき総務省は、行政不服審査法及び行政手続き法の改正作業をすすめ、４月11日、改正案は閣議決定され、本国会に提出されました。
　行政不服審査法は、行政不服審査全体の一般法であり、それにもとづく地方公務員災害補償法も、支部審査会の廃止など大幅に改正される内容となっています。このことは、地方公務員の公務災害認定に極めて大きな影響を与えます。

　改正案が閣議決定されるまで、公務員連絡会地方公務員部会にまったく情報提供がなかったことに対して抗議し、真摯な交渉・協議を行うことを強く求めるとともに、以下の問題点に対する見解を明らかにされるよう申し入れます。
記

１．審理の迅速性が確保されることは評価できる。しかし、一審性となり、本部審査会のみとなれば、審査請求者の正確な事実の立証について、請求者の地元で労働組合をはじめ多くの支援のもとですすめてきたことが困難になる。特に、請求者にとって
みると、東京での審理出席等、物理的な困難性が高まると考えられること。

２．支部審査会は、地方公共団体で働く地方公務員の多様な実態を十分踏まえた審査を行うために設けられている。支部審査会を廃止すれば、地方公務員特有の実態を踏まえないものとなり、地方分権推進に逆行すると考えられること。

３．本部審査会において、2008年１月に地方公務員災害補償基金が公務災害と認めた岩手県の「川村事案」に見られるよう、支部審査会の採決の取消し事案がある。本部審査会の取消し事案は年間数件発生しており、一審性となれば、このような案件は誤審のまま審査が終わってしまうこととなると考えられること。

４．2007年12月、鹿児島県「内田事案」では、二審制のもとの審理においても、最高裁が公務災害認定している。一審制になれば、事実の立証に基づく審理がさらにできにくくなると考えられること。 


以上
